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1 調査の目的
4 放送事 業 �  (NHKを除く)� 

この調査は、郵政省が郵政省所管の通信建業における設鏑投資等む実態、そ把握する
5 有総テレビジョ� J

 ため、総務庁承認統計器賓として災施したものである O 
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2 認査の対象と方法

円
�
 

業

放
事

ン

桔

ヨ

電

レ

通

ジ

ん

一

丸

一

ピ

種

↑

テ

一

一

娘

第

第

有

この調至宝は、 第二騒電気通詰事業者〉及び
i
q
ω
つ

d

4

イ 円

ふ

り

山

内 方支送事業者〈有線テレビジ設ン放送事業者を含む。)全事業者 レビジ� g ン主主

送事業者については営科部のみ)を対象としてアンケート〈調夜票送付、各社自記入)

により行ったものである。

d

q

d業事送 Q
U
 

VII 問題点 3 5 
3 調査事項� 

とおり c
集計表� 6 

(1)設構投資額 (89年度実績額、� 90年皮実績見込額、� 91年度計i露額)� 

5 調 査票�  Q 
(2) 長期資金援用・言語連状況は9年成実績頼、例年度実鰭見込鎖、� 91年度計図i額〉� 

( 3)経営状説等� 

4 調査時点� 

199 1年� Z月2 0日� 

5 凶答事業者数〈カッコは回答率〉

議気通信事業� 446社

輪 第 … 間 気 通信事業�  6 8社� 000

特1.I1J第三種竜気通話事業�  1 3社(76.4%) 

A 般第三a 稽毒気通{誌事業� 365社� (49.8%)

故送毒事業� (NH Kを!珠く� 285社

故議事業〈民間敢送事議� 165社� (95.4%)

有-錦テレビジョン紋殺事業� 120社� (89.6%)

合計� 7 3 1 ~土 (65.0%) 



取得議轍交資額縫滋議K放送事業>[ 2 ]要

取得議綴投資綴総括是認<電錨断言事業〉� 

3 び有緯テレビジョン放送事業 


数送事業の� 90年度実繍見込み額iまし� 79 2信円で前年比� 8. 1 %減。民間放送 


事業iこ限ると� 22. 1 %減の見込みo 9 1年度設織投資計闘は、民間放送事業が、� 1，
 

事 121億円で� 3. 7 減。� 90年度の設鶴投資が 88年、� 89年の実績からかなり落

込んだのに対し、� 91 i手震 に推移しているのそ受

けて、設接投資意欲も上昇する気配。

有総テレビジ詩ン放送事業の 90年度実鎮見込みは i前年比 5‘� 6%増。� 91年波計� 

i聞は� 10%減α これには今後間昆予定事業者的設備投資額が加わっていないため、今

1 第一種電気通話事業� 
後よ方修正される可能性が高い。� 

9 0年茂投鵠投資護主主見込額は、� 2兆� 1，8 9 7億円で対前年度 4" 2 %の増加の


見込み。� NTT以外の事業者は、ネットワ…ク構築投資が活発で、� 4，� 3 9 71皆、円と


前年変比� 20" 1 増。一方、� NTTは前年設並みの� 1兆� 7，5 0 0控円で� 0" 8 


増。
 

9 1年度設髄投資計調鮪は、� 2兆� 4，� 0 4 5億円で� 90年庶比9. 8 の


の見越し� これは NTTがデジタル化投資計画の前倒しの英雄等により、� 1，� 0 0 0 
O

t意円増となることと、長距離系NCCがサービスエリアの拡大、多ルート化のため� 9 番静 1 第一種毒気通信事業及び第ニ種瀦気通信事業

0年度上と� 35%増の極めて高水準の伸びを克込んでいるため。� 業界景ま試の特断指様は、比較的高い水準にあり、両業界とも業況についてはよ斜頗

向にあると� 

2 第三額補気通信事業� 

9 0 年度実績見込みは、前年痕比 9 増とi語い伸び。特別館二穣電気通告事業者U 

2 放送事業及び有線テレビジョン敢送事業

1 8. ペ%増となる一方、一般第ニ謹電気通信事業は� 12. 2 減。� 
放送事業については、� 90年上期か り91年疫のわi顕指襟はマイ

スとなっている� しかし、広告活況にあった� 88、89年設よりは� 91年震は厳しいO

9 1 年度設鏡投資計闘は、自~企業の 3 1 1社の設鍛投資額は� 1，9 5 0寝室丹で、
 
ものの、依然として業界最気は底堅いものと思われる。


9 0年度比� 16%増。特に、一般第二謹電気通話事業は� 37%増。これは入手不足へ 

有綿テレビジョン放致事業は、判断指標は、比較的高い水率にあり、業況については 


対応した合理化・省力化投資や安全・摺頼性の向上のための投資が伸びているため。
 
上昇額向にあると思われる
 C 

※ 判断指標とは「上昇の割合一下務の割合」である O

2
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上高<震気繭議事業>

j設俄投資潔境の見返し[判断

上
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90年 J烹下期  
費接 売上為ーく放送事業〉  

1上昇  Jと判断した者の割合から た者のおJiきを守(い

さ号篠司音楽を巡る景気の見逃し
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限
出
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9 0年伎の電気通指事業全体の売上高は 89年成比 7. 6 %増の 7兆 4，089億


円となる見込み。故法事業全体の完上高は 89年度比 1O. 2 器使の{中びが箆iみま


れ、約 2兆 1，5 8 1鐙円と試算容れるので、通信産業全体の売上高は約 9兆
 

7 0憶円程誌になる見込み。
 

9 1年度計画の篭気通信事業全体の売上高は 90年夜j土4. 6 %増の 7兆 7， 8 


1信、円となる見込み。故議事業全体の売上高は 90年疫比 7. 9 %程度の{かびが見込


まれ、約 2兆 3，2 9 億円と試算されるので、通信産業全体の売上高は約 10兆 7
 

7 7樹、円程度になる克通し
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取得後総投資額

[ 3 調査 果
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φ設備投資額

第� A 欄篇気通話事業の 90年度設器投議実績見込額は、� z兆 1，8 9 7艦円で対的

年度� 4. 2 % NTT  の� 1兆� 7，5 0 0撞河で� O. 8 % 

増に閣まったのに対し、� NTT以外の事業者では、サービスエリアの拡大等に伴う不

ワーク構築投資が活発なため、� 4，3 9 7接、円と� 89 年震長~20. 1%増となっ

事� 
ている。

前回調査(9 0年9月)における� 90年度設備投資針盤では、� NTT以外の事業者

が89年度比� 28. 9 %増を予定していたが、移動体系NCC等が取得予定設慌の納

期の連経等により百十回額を下由ったこと等により、若干の減組{彦正があった。一方、� 

NTγ が需要見込みの上方修正笠のため当初計翻額より� 300撞円上回ったことから、

設議投資実績見込み総額は計画額とほぼ同水準となった。

苦手投資の目的� 

NCCの設備投資は、事業そ開始して間がないこと及び設備の更新特踏には至って

いないことから、主として需繋単語に対処するために行われている O 

NTT、KDDについては研究開発投濯が 6"'-'1 0 %般庶を占めている。 

-6 …� 7 



銭灘間切l繍成lt<耳障一澱穏気掛品事裁〉� 

投資問

89年度� I90圭手渡

(実綴) I(期間込)� 

③投資対象設鶴

揺で投i年度計91主実繕見込み&.びf王手90ネットワーク産業であることを背景に、

資額の約� 35%が{云送路設鰭に充てられている O

特に、長距離系 NCCについては、過信ケーブル等の伝送路設議、交J換機、多重化

・~換装置が、投資の約 80%を占めている。

投資耳目白耳猟輔比<第一種索然謝議家裁>

的時�  I90 91 前年蹴年度� I峨|
投資環目 (笑殺) !(多言語貴見込)I(計磁祭) 

( 2) 9 1年度設鶴投資計額 


第…母港気通{芸事業の� 91年波設欝投資計爵額i立、� 2兆 4，045{窓円で� 90 ifli 


tヒ9. 8 %の大幅増加となる見通し。これはN1、Tがデジタル化投資計画の蔀倒しの


実施等により、� 90年度実績見込みよりもし� 000億円上積みすること、長距離来 
  

C Cのサービスエリアの拡大、多ルートイヒのための泳� y トワーク壊築投資が活発に


推静し� 90年度比 35 増の極めて高水準の伸びを見込んでいること、更に自動車電 


話NCCが 91年まち引き続き法葬な能ア7増強設備投資を行い� 42 増の大幅な


となることが主な盟出である。


前回調査(9 0年 9月)における� 91年疫設議投資計離では、� N'I、T以外の事業:お


が4，06 1億円を予定していたが、今回調査では、かなり上方修正忘れ約� 5，5 4 


51韓同となっている ο
 

2 第二議電気通信事業� 

(1) 9 0年震設構投資実績見込み 
  

Cむ設鏑投資額


第三議電気通信事業については、� 90年設実績見込みは、� 89年度比 9%増と高


{市びをぶしている。大規模なあるいは罰際関での VAN卒業を営む特別第プ穣議気通 


信事業に関しでは、� 18 4%増となる…方、小規模事業者が多い一般第二種電気通
 

1 2. 2 %減となった O
 

3ヶ年共通司容企業で比較すると、第二離電気通信事業全体でiま90年笹設綜投資


実績見込みは前年度比� 13. 3 %増、持別第二穂電気掛fd卒業i立.4路上告、一般


第ご揮官室気通信事業は� O. 5 %減となっているの
 

9 0年 9月の前制覇樫における� 90 は、特別第二種霞党通信事


業が� 16. 6 %減を予定していたが、需要見込みの上方修正等により大掘に設備投資 


額を捕した事業者があったため� 89年震実繍を上患った O 一般第二種電気通拐事業に 


ついては、� 20%程度の伸びが計題されていたが、ここにきて需要見込みを下方控正 


ナる事業者が多く、� 90年度爽績は� 89王手話芝とほぼ同水準となった O
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資鍛推移く意気通信事業〉

φ投資の目的

特別第二種意気現信事業については、大規模事業者が積極的に能力増強後図ってい

ることから、需要増加への対揺が約� 90%をしめている。それ以外では� ISDNへの

対処、安全・能頼性の向上、合理化ー省力牝への投資も晃られる。

一般第二稽電気通語事業については需諜増加への対絡が 45%そ占めるが、設構の

維持・補修及び更新が約 20%を占め、合盟化・省力化への投資が 7%であり、この

業界においても地の睦業界問機に入手不足む影響が出ている。特に� SE カi

菌難になりつつあり、誤用活動を臨んだ福事!日厚生鞄設面での設磯投資が回立っている。

投資尽糊膚腕ltく特張緩仁灘鐙気滋惨事業>

NTTを

-10… 日 11 



φ投資対象設備 3 放送事業 


特別第二撞電気通信事業については、 「そのifuJの部分が大部分を出めるが、この 制審議議投銭額総綴淡く放送者野菜>
 

大半はソフトウェアとなっている。


一般第二穏電気j爵信事業については、コンどュータ れぞれ� 35 


占めており、ゾフトウヰアよりもハードウェア なっているの


投資項目}lf民総彪とく特i}ll顕プ総需主気遜銭安事量産>

例報�  I90戦� I91時!桝蹴

投資環思 (揖責) 1<実績則込)

( 1) 9 0 


。設備投資額


放送事業については、� 90年度実績見込み額は� 1，� 7 9 2協同で前年辻� 1


となっている。しかし、この減少幅にとどまったのは、� NHKの設備投資が 37. 5 


%増となることによるところが大きく、民間放送事業に撮ると 22. 1 %減の見込み


となる。


投資耳障問欄成比く一部勝二種電気通整j語議わ� 畏盟主主送事業について� 3ヶ年共通屈答企業ベースでは、� 9年度比 3 . 2%減と


なる見込み。
 
印9械!い8 9

9 0 王手� 9月の蔀問調査における� 90年度設備校資計幽では、民間放送事業者が� 9
 
投資羽目 (偶爽繍緩蜘) ((悌綿践込副) 


2 3. 1 減を予定していたが、 な理的で当初


の計画そ下田る事業者が多かったものと見られる ο


器投資の日

争 投査の白的としては老粍代替としての設備更新会:;:10%を点め最もウェイトが高いo

また、番組制作力の向上を目的としたものも� 22%となっている

老舗Ij際i芸f彦裁戎比<放滋簿業>� 

( 2) 9 1年長記設嬬投資討議j


の91年度設構投資計簡は、回答企業の� 31 1祉の設備投 


資額で� 1，9 5 0億円で、� 90坪成比� 16 %増と高水準の伸びが計爵されている。持


に、一般第二撞噴気通{議事業iま37%増となっている。これは入手不足へ対処するた


めの合期化・察力化投資が� 2. 5 {器、安全・信頼性の向上のための投資が 2. 7 


{中び‘を示していることが主 る。
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t寅妻、番組制作、連行、嬬裁に係  2 5. となっ“ご 叫
』 門

γ
¥i11f 取得設備投資穀推移く放送事業〉
ノ

る。 1 0 %前後をおめている

設裂を綬日Jlf勝脚色く放送事灘>

投資務関  

89年度 o年度

備費) I織晃込)  

備

投 

d
t

[). 

日， 

100. 

s年度 9 0年度 9 1 

( 2 9 1 年度設錨投資計i語 
〈実繍) (実績見込〉 〈計画〉 

NHKヶ含む

民間放送事業については、 1， 1 2 1鐘円となり 3. 7 %減となっている。 3ヶ年

共通回答企業(1 4 9社〉ベースによると、 8. 7 %増が見込まれている  9 0 手議:
百万円 放送事業  f

の設錨投資が  8年、 89年の実績からかなり議込んだのに対し、 91年度は設出土

議事業者の収益状況が堅調に推移しているのを受けて、設備投資意欲もと認する

いる 

投
出
備
投
鱗

)~ 

(注 HK安!ぬく



4 軒線テレビジョン放送事業� 

9 0年度設備投援実績見込み

告設備投資額 


有綿テレビジョン放殺事業については、� 90年震爽鑓見込みは前年比 5. %増と


なっている o 3ヶ年共通回答殺で克ると、� 89年設1:と O. 4 %増となっている。
 

9 0 年 9月期調講では 90 


設備の綿織が運廷していること等から されている。


②投資の密約

設備投資の� 70%前後をサービスエリアの拡大、能力理強、需要増加

的として行っている。また、番組制作能力の向上張関的としたもりが約� 10%あり、

般送番組のレベルアップが経営上の課題となっていることが窺える。開業して鰐もな

い事業者が大部分のため設備の更新艇者朽代替等への投資が占める比率はかなり低い。

投資怠告強香織成比く有事量テレビジョン放滋家殺>� 

89年J!t 91年度� i 前年度比

金投資対象設備

投資対象投錨ではケーブル・端子、中継器等が 70%前後そ出めている O また、演

奏、番組前i作、運目、編集に採る議議装鐙等への設備投資が 15%前後ある� ・仏判、O

ケーフソi〆等の地中イとに謀る地下管路設締及び魚担金については� 2%殺疫にとど、まって

おり、伝送Eさの地中化はあまり進んでいないことが窺える� 

…� 16 


投資者際筏薄税務え比� 4向車畿テレビジ君ン泳議事業〉� 

89年皮� I90主p皮 I91年後� i 前年度上七

役軍主項 {災級) 1<笑殺箆込) I(計磁綴) 

( 2) 9 1年度設備投官計画 
  

9 1年度計醤は� 10%減となっている o 3ヶ年共通語答企業(l0 9社)ベ…ス 


よると、� 9%減が見込まれている O これは、今後開局する予定の有線テレビジョン放

送事業者む設構投資が加わっていないためであり、今後� iて方修正される吋能性は



ース契約状況(新競輪ベース)1) n
取
謹
�
 

2 電気脇信事業
1 第一種電気議{議事業

については、� 90年茂、� 91年度とも� 7-8%の堅実な俸び。
新規契約ベ スのりース室長i土、� 89年度から誠少傾向にある。

C

介主第二議噴気通信事業については、� 91年度計器においては、� 26. 9 %増とな
これは32上高の伸びとほぼ詞じ水準である� 売上高に占める研究能発費の比率はここ� 

O
っており、契約額においても電気通話事業全体の� 47 を占めている� また、� 91手

2、3手ほぼ� 4 %で一定している� 
O

投計酉のリース契約額の設錯投資比率は� 2 1. 5 %となり、
第一鱒電気i霊f議事業の研究開発繋の 95%以上は NTTによるものであり、これに� 

ス契約額の設備投資比率的上� 3%に比べて格段に高い O これは、小襲模事業者にと
KDDを加えると第一撞毒気溜{議事業の 99%を占めることになる o

…方、� NCCの研究開発鰻は、� 90年佼見込み� 2韓円、� 91年度計画額� 7. 6億円
って、税制上有利な臨もあるり…ス科培がかなり…白量的になっていることぞ訴してい

るの
と増加は見込まれるものの、 る比率としては� O. 1 前後

の額である� (NT Tのこの比率はヰ
新裁リース契約談後議官議員及び議鋭校波比率) <電気鮒設理事業〉

また、� NCCの約� 60泌に相当する事業者は、嬰員を合めた研究開発力の不足等に

より、今後も顎究開発をほとんど仔わないと回答しており、長期的な視点に立った� N 

うト c cのサービスメニューの充3誌に対rt;ずる 融題であると

浮きえられる O

研知機霊堂{議機資主主ぴ売上高比率ご総磁信事業〉

36.053 lOO.O滋� 33，47o ~OO. 0 

(注)設鰯常総本t 新規リース契欄も/得議リース鰍淵十取得設備滋繊}� 

2 放i致事業及び有線テレビジ日ン放送事業

。O年度諜織見込みにおけるりース ると、放送事識が� 

2%、脊隷テレビジョン放送事業が 3 4%となっている。これは、リース物件に過政� 

するスタジオ投搭む比率が放送事業で高いことが躍自であるの� 91年度計l揺では、脊

議テレビジ沼ン放送事業は、 る傾向にあることから、� 1) スえ

率が高まっている� o

殺醐リース契が劇{撒潜議び議録投資比率) く齢差議選裁>� 

S
4

宅
�
 

(i主)な上高比率=ニ税強幾発愛/ノ売上高 

2 第二種議気遇措事業

第二棟諮見通信卒業については、� o年度にかなり増加したものの、売上高に高め

る比率は� 1%控皮に議ぎない。今後の研究認発の方針については、卒業者全体の� 1

%が校益動向にかかわらず駿鶴的に行う意向である一方、現在研究開発を行っておら

ず今後もほとんど仔わないとする事業者も� 45%になっている O 研究開発を行わない

として主なものは、研究開発要員の不定、~耐は外部の技;誌に位持するといった

ところである O 

19 
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3 数送事業及び有線テレどジョン放送事業 研究減免投資の方針

放送事業、有線テレビジョン放送事業ともに研究開発費の売上高に占める辻率は� i

%未講である。今後の研究開発の方針については、放送事業、有綿テレどジ翠ン放送

事業とも同犠の棋向ぞ見せ、事業者全体の� 17%は収益動向により投資規模を変東し

つつも、研究開発を継続する意欲をみせている O しかし、� 75%の事業者は萌究開発

金三まとも附5減益動向山塗訟は寧欄i出丸}�  

E臓の収掛rIiJによりき交遂鍾撲協~弘 一 一

を行っておらず、今後もほとんど行わない患向である。その理由としては研究開発婆

員の不段、当部は外部の技鎚に怯存するといったところでttるO

研究機織{線発翻E椛上高土偶) く放送事業〉

綴究開発の民約

(注)売上芸道上持じこ研究路発襲警/売i滴� 

4 f也産業との比較

他機関実施 よると研究開発費の先上高に占める比率は製造業で約� 

4%、非製;誌で約� 1%となっている o 1生産業と比較すると、非製i設業のなかでは第一

種語気通情事業は平均よりもかなり高水準にある。第二題電気i断言事業は平均的な7}く

単にあるといえる。� 

研究線発安行 bな い 磯 m 

2立

第一穣 第一後 放送業 |有線テむピジ湾ン

研究獄絡を行わない滋必� 

η
〆し嗣

t
E
A-20… 



時� 

l 第� (NTTを除く)

長期資金滞用については、取得設犠投資所袈資金が 90年後:は89年境比 40‘� 5 


%増が見込まれ、長期資金運用金体iこ市める割合も� 11 8 %と高水準であり、必裂な


設備投資のための資金繰りが苦しく、長期援金の不足のため短期資金を長期資金へ続


入れせざるを得なくなっている状慨が� 89年震に引き続き窺える� その程庶は…j議諜O

亥qになっている。
 

9 1年度計艦で� 9 0年度比� 14. 7 %増が見込まれ、使


金線りに苦� しい状況は松然として変っていない。
l

90年度長期資金誠達実績見込みによるとその構成内訳は措λ金が 62%を市め、� 

8 9年度からあまり変化はみられない。構入金総額においては� 20%増加する見込みの

そみると、資金コストを低下させる意留から政府系金融機関から

出入れが� 28%高まり、金融機関以外の関係会社等からの器入が倍増叫上となってい

る。民需金融機関からの描入も� 8%伸びているものの、金手IJが高水準にあって一向に

下がる気記が見えなかっただけに、令キIJをき握を削減するために民間金融機関からの借

入そかなり抑制したことが癌える。

また、自己資金の比率が高まっているが、自己資金の大部分は、設備投資の伸ひそ

反映した減賠償却費である� O

長絞資金綴望~-滋舟1松話連く宮高稀滋主婦f資家主義〉

2 第二議電党通信事業

特別第二種霜3<¥通信事業については、� 8 年伎は措入金安返済し、財務体質の政善 


そ関りながら設備投資を議める方針が議えたが、� 90 年度では取得設儲所要資金が� 3
 

0%増となったことから、{昔入金による費金調連が大幅に増強しずこ模犠o 9 1年震計 


識では、取得設舗所築資金が 10%経度減1>ずるのに合わせ、器入金あ� 8%誠少する


計測である。

については、� 90年設は� 89年震とあまり大きな変化はみ

られない� 91年震計酪では、取得設備所要資金が� 24%増となり、借入金が大幅に

増加する見過し G

長線概念鏑途・巡滋状況く終華航二緩震災溜笈事業〉� 

(主主)NTTを島幸〈� 

nyuu
F
M
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長線滅金議護憲-選線状説く銀翼5て議窓主主滋信事業>� 3 放送事業� 

9 0年反i土、設鑓投i!マインドも…践し、
資金は� 89年度比� 31 

%減となり、
り て、組期資金への繰入れがみられる臼

長続援金議主意・遂総状況く放送事業〉� 

-24 
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兆� 7，4 8がみられる。 9 1年fft計踏の霞気通告事業全体の売上高は� 90年度比4. 6 

1億円となる見込み。放送事業全体の売上高は� 90年度比7. 9 

時統資金議渓，議筒状況く荷重量テレビジ日ン放送事業>� まれ、約� z兆� 3，2 9 6億111と試算されるので、連信控業全体の売上高は約� 10兆� 7

7 7億円程震になる見通し。

、t
Jノ円

凡開

テレビジョン
放送事業をど含む
三種電気通信事業

第…種主意気通信事業� 

売 高推移

8 年疫�  9 0年度 fl 1 震� 

(実績見込)

〈注)� 9 0年度、� 9]年度の放送事業については試算額 

4 有線テレビジョン放送卒業� 

90年疫の長期資金運舟・踊迷状況は 89年波から大きな変化は毘られず、長期資

金連用の約 85%が設鱗投資所要資金で占められ、資金謂遣の約� 70%を捨入金、競

を自己資金及び関臨時の資本金たる株式に求めているの開局して聞もない事業者が

多く、自己資金が薄く、借入金iこ依有している財務体質が一般的なこの業界にとって

高金利水準が長期化する気配を見せている現准の金融矯勢は逆患と謡える。� 

9 1年震計略も大きな変化は見られないが、詩人金による調達を若干抑語せする気配

V 

(NHKをi除く〉� 

90年度の電気通信事業全体の売上高は 89年度比7. 6%増の 7兆 4，� 89t立

となる見込み。故法卒業全体の史上高は� 89年設:比� 1O. 2 %程度の伸びが見込ま

れ、約� 2~ち 1 ， 581信円と試算されるので、通器産業全体の先上高は約 9兆 5，6 

70痕円程度になる見込み。� 

Fnれいノ“ …� 27-
w 



2 第一様議気通倍率業  

9 0年度む全体の売上高は  89年度比  7%場の 6兆 7，2 9 6長室内となる晃込み。 明コ 元上 必
比

@
ゆ
寸
』

このうち NTTは 5兆 9，8 1 0信;円で 89年度比約  4%増で全体の  89%を占めて

いる NTT以外の第一議電気j副首事業の売上高は 7，486議丹で 8 年京比  42 

る見込み。 凡

9 1年波計画における全体む売上高は  90 年度比約  5%増 07兆 421搭;円となる

見通し G このうち NTTは 6兆 1. 3 4 0鍛丹で 90年!支比約 3%増にとどまり、全

体の 87%令市める NTT以外の第一銭雷笥  i断言事業の売上高は 9， 0 8 1 
」二

0年度比  21 %の増加となる見i惑し O 

3 第二撞空襲気遣{言事業 

却の見込み。大規聴率業者が多

%を占めている 0 

9 1年度計離における田答率撃者ペースむ売上高は約7， 0 6 0能円で 90年度比  

4%増の見通し G

9 0王手段:のうで上高は回答事業者ベースで約 6，

そのうちの 3

ヲ誌上 手芸 くご鐙気遜i芸家紋〉 

i孟

年度 90年J:l( メん円 推

凡 

-2928-



4 放送事業� (NHKそ鈴く〉
 

9 0年度の売上高は、� 9 0 年度実績見込みが無回~の:事業者が多かったため、集計


数艇は潔態と悲二子そぐわない状況であった O そこで題去� 5年間の放送事業む売上高と


富民総生産の伸び率の誰移により試算すると、� 89年疫比9. 9 %程度の仲びが見込


まれ、約� 2兆� 1，3 1 8諒丹純度と按定窓れる。
 

9 1 年震における売上高を部機に試算すると� 90年度比 7. 5 %程度の持びが見込


まれ、約� 2兆� 2，9 1 7樟円になると推定される。
 

5 有綿テレビジョン数送事業� 

9 0年疫の売上高は自答事業者ベースで約� 263億円で� 89年度比39%の増加 0 

9 1年度計雌における売上高は約� 379億円で� 90年度比44%増加する見通し

党上高<紛tr事業〉

前作成比

区分

(注)加速事業♂ o、年度死上高li試滞緩� 

間� 

9 1年度経持見i壊しによると、日本経告書は実践3. 8 %、名目 5. 5 


dれており、景気拡大� S年間にして緩やかな議気調護局耐をむかえるとしている


為また、経済企瞬ITの法人企業動向頭筆報告� (2年� 12月実施〉によると、出内景気の


判断指撲は、� 90年� 10--12月� 10 の後、� 91年� 1--3月� r-2 0 J、4-

6丹� 26 Jと連続� Lてマイナスになっており、企業経営者の垣内景気胤酒しは警

戒的な党方が増えている。また、全設業ベースの業界景気の判断指標も� 90年� 10"'-'
 

1 2月 r 5Jの接、� 91年� 1--3月� -8 、4-6月� 16 と連続してマイ

ナス?となっており、業況の先行 Jきは警戒的な琵方が増えている O

鴻信産業に関しでは以下む通りである O 

※ 判際指標とは� f上昇の割合丹下降の割合Jである� O 

Z金総投霊安環境の見通し� z判断t皆様〕� 

A
中昇

降 
g
B
ψ
'

上昇j と判断した者の劉合から� f下降j と判断l，t;こ者の割合引!いた数値� 

3当該事業惑と巡る景気の見過し� 

…� 3喜一
31 




イミ当該耳障業鱗匂柑溢{経常験主主〉の見透し o 

「寸 J，9沈下山:7:?::;;:;;;;?J];;i;ょ…
と比較して知も� 9 年度:から下降すると判断しているJつ

ス:;?;;iUL;;;?と:::!芝山� 
、89 


~~事業部苛η織を炉、議等 み� 9 %、9 
9 5 となっている O
 

C草分

4 


務縫電気返信事業

有名主テレビジ冨

は、� 9 0王手上期� r8 9 、90年下期� i3 3 J、91年上期 
  

r2 9 、 91年下謬Jr3 0 Jとなっており、引き続き業況につ 

第二種電気通俗務議 るという判!訴が多 にあ

また、
についての判断指標も� 8 年度� r9 0 

る見i醸しには


ギミ線テレビジョン放i義務幾
 

部進事業

、89i:f:度実績 30%、90 

1%、1年度計蝦� 38%となっている O 

1 第…糧電気温{議事業

業界景気の判断指標は、� 90年上期� r4 0 、90 i字下期� r3 6 、� 91 i手上期
 

3 8 J、� 91王手下期� 32 Jとなっており、比較的高い水準にあるが、
 

9 0年� 9月)の半!J酷指標が� r5 0 Jかち� r7 0 前後であったことを考癒すると、


事業者はやや薮しい経営状況にあると認識している� この背援としては、設備投資やG

う密線使用料の魚控が大念いこと及び事業開始当初の 


ような大幅な話芸警の増加は期待できないこと等が挙げられる


経常議誌の黒字事業者の割合は、� 89年度実鑓� 3 %、 90 5 7 


9 1年度計婚� 3%となっている o 9 0 年度から� 1年度で黒字:に転換する見込みの


事業者は� 4柱となっており、収支改畿のテンポは純化するらのと見込まれている� 

2 


、90年上誇1 r3 2 J、90 下期� r3 0 、� 91 


2 5 J 、91年下期� r2 5 Jとなっており、引き統お第二撞2意気通信事業の業況に


ついてはよ封鎖向にあるという判断が多い。


年度91よr1年度0(1 26 年庶89益についての判議長撮援もiまた、♂経常示� 

4 2 Jと91王手段の経常幸IJ舗に対する克避しには強気な事業者が多い 
G

経常誤益の黒字事業者の訴合は、� 89年護実誤� 48%、90年筑紫鶴見込み� 46 、

Oとなっている60%年度計磁1 (1 


q合
υ
9iu 
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経常損益別察染者数構成比

く第二穏電気通信事業� y

紫

字
事
業
者

経常損益汚IJ事業者数構成比
ぐ怒号� e穫電気通信事業>�  

経常損議活IJ事業者数構成比

く有線テレビジョン放送事業〉� 

% 

赤
字
事
業
者

続常損益労iJ事業者数構成比
ぐ 放送事業>

8 年疫� 9 0王手疲� 9 1年皮

(実績) (実綾見込〉 

理

経営
ついてのアンケート結果は以下め通りであり、各業撞

によって議いがみられる。
(カッコ内の勧惣l土問賠占として指描dれた中で 
  

訴す。)
 

( 1 9. 4 %) 

(17.7%) 

・サーピスメニ品…め充実� (16.6%) 

(15‘� 4%) 

2 

(17. 3%) 

・技術者不足(1 6. 8 %) 

・サーどスメニエ斗ーの充実(� 1 2. 9 %) 

(1 1. 2 %) 

省ソフトウェア開発に対する投資の負担i品大(8. 1 %) 

3 政送事業

・番組ソフトの制作費・購入負担が大きい(� 2 4. 9 %) 

( 1 7. 2 %) 

(1 6. 5 %) 

うように入らない(I3. 2%) 

4 有税テレピジ沼ン放送事業� 

(2 5. 5 %) 

(17.4%) 

・番組ソフトの樹作費・購入負担が大きい(� 1 4. 2 %) 

・道路占存料、電斡其穿料翁路子バサヤきい� (12.8%) 

34… 
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譲位孟十字提 駐さま 設と

詩文得設備投資額 総括表(三か年共通話答ベース〉 n

a

n

o

a

Qυ

資本金別取得投機投資額

査本金都新蝦リース契約額

日
U

れ
呈 

性

υ

4

4

4

q

L

η

d

4

4

E

e

u

h

b

a

4

8

4

4
経常損識別新規リース喫約額

資本金那事業者数

都道府黒刻取得設備投資額く第一樺電気通信事課〉 a

4

a

4

4

a

4

関係会社投融資

事 当該事撲を巡る景気[4 集計表
今当該卒業部門の平iJ議〈経常撞益〉 

90年震実繕見込みの修正状況 ワー
 

必
札

守
2 

8ayh

9 0年度実檎見込みの修正問由(増額控正) 
4
a
a
ι

η
i

ヶペfυ 

9 0年苦繍掠仏みの闘はヰ(減額修正〉  

9 1年度画の今後の鯵i五可能性

経営上の問題点

q

… 36 

48 



1&1織機投資事築総括手記ビヶ年衆議図紛えース)� 

39 
38 



資本会:)jlf新綴リース契f撒 

-40-
41 



経総長幸儲概説リース契が劇� 
資本錦将報箔量生

兵銀盟議乙

簿業者数
資本金別(百万円}

資家金別(主主万円)

資本金別{笥ヌ間)
資本(百万円)� 

~一主主賞一一

投~1O立

一一


.1.QQ越


え一一主

資本金別{百万円)

思表滋一

一恥血一一

一 ι
並立与� 

Jλ 自主

42 ← 

…� 43 



仁三二目

第殺後 然滅的経

(注)89年 燃 の みデータあり  

-45 



設企年齢

お議事業安巡る景気

祭護主通信事業

第二磁器議{開業

当該築業綴勺の将主主(経常綴:益}

区 分 �  

言経一滋泣気滋{益事議� 

2お二教官主知預信事書長

船霊事芸能

第J種 第二緩 加滋等書長

旦怠注滋d

事

90年度集縁結

放送事業

修滋由{構綴修1E)

第二議� i 和義事選定

f彦氏慾出(減綴修正)� 

主会

山部副

第一穏 第二議 放送致業� i郁おじピグダ� 

47 

46 



修正可能性
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